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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、第65期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用してい

る。 

３ 第65期中の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、潜在株式が存在するものの、１株当たり

中間純損失であるため記載していない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 38,076 39,610 49,101 88,285 101,702

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) 256 △134 962 919 1,281

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) 261 △342 467 681 953

純資産額 (百万円) 9,420 10,206 10,821 10,386 11,583

総資産額 (百万円) 67,915 71,968 78,403 63,550 78,087

１株当たり純資産額 (円) 192.28 204.91 249.44 220.36 243.63

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり 
中間純損失(△)

(円) 7.58 △9.94 13.58 19.78 26.75

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 5.88 ― 11.07 15.34 21.79

自己資本比率 (％) 13.9 13.7 13.2 16.3 14.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,427 △1,922 357 972 6,719

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △169 83 2,689 △427 1,031

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,980 2,318 △2,583 △5,125 △1,447

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 8,219 7,047 13,390 6,556 12,976

従業員数 (名) 1,164 1,181 1,152 1,150 1,133



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 純資産額の算定にあたり、第65期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用してい

る。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

４ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失」及び「潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 33,214 30,226 38,919 77,536 81,511

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △71 △284 552 608 857

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) 90 △320 339 643 794

資本金 (百万円) 5,061 5,061 5,061 5,061 5,061

発行済株式総数 
  普通株式 
  第Ⅰ種優先株式

 
(株) 
(株)

 
34,498,097 
5,600,000

34,498,097 
5,600,000

34,498,097 
3,600,000

 
34,498,097 
5,600,000

34,498,097 
5,600,000

純資産額 (百万円) 7,875 8,156 8,376 8,698 9,263

総資産額 (百万円) 62,150 64,889 70,734 57,825 70,221

１株当たり配当額 
  普通株式 
  第Ⅰ種優先株式

 
(円) 
(円)

 
― 
―

― 
―

― 
―

 
0.00 
0.00

3.50 
5.86

自己資本比率 (％) 12.7 12.6 11.8 15.0 13.2

従業員数 (名) 851 840 837 840 817



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要

な変更はない。 

また、主要な関係会社が営む事業の内容についても異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

建設事業を行っていた連結子会社株式会社ダイトーエンジニアリングは平成19年６月28日付で清算結了

している。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建設事業 1,093

不動産事業 16

その他の事業 13

全社(共通) 30

合計 1,152

従業員数(名) 837



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰やサブプライムローン問題による米国経済の減

速の影響を受けながらも、輸出企業を中心に好調な企業業績が持続し、設備投資は底堅く推移するな

ど、景気は緩やかな拡大を続けてきた。 

当社主要事業である民間建築部門は、堅調な企業業績を反映した活発な民間設備投資により、受注は

好調に推移したが、公共投資の減少がもたらす民間建築部門における受注競争の激化や、原油価格の高

騰による資材価格への波及などにより、収益環境は依然厳しい状況となっている。 

一方、当社グループが進出している東南アジア諸国の経済は、総じて持続的な成長を続け、民間建設

投資は活況を呈している。 

このような状況のもと、当中間連結会計期間の業績は以下のとおりとなった。 

連結売上高は、建設事業481億19百万円(前年同期比25.0%増)に不動産事業他９億81百万円(前年同期

比12.3%減)を合わせ、491億１百万円(前年同期比24.0%増)を計上した。 

損益面においては、連結営業利益は、完成工事利益率が改善し、前年同期比９億52百万円増の９億38

百万円となり、連結経常利益は、為替差益の発生などにより営業外収支が改善されたこともあり、前年

同期比10億97百万円増の９億62百万円となった。 

また、「中期経営計画」(平成20年３月期～平成22年３月期)に基づく財務体質の改善・強化のため資

産効率の観点から保有資産を見直し、低効率の物件処分などを財源とした有利子負債の削減に努めてい

る。 

これにより、特別利益には、オーストラリアのホテルの売却益等13億88百万円を計上し、特別損失に

は、売却する方針を決定した事業用資産についての減損損失等15億53百万円を計上した。その結果、連

結中間純利益は前年同期比８億９百万円増の４億67百万円となった。 

  

(注) 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

① 事業の種類別セグメント(セグメント間の内部売上高等を含めて記載している。) 

建設事業 

当社グループの受注高は、国内建設事業521億98百万円(前年同期比2.5%増)に海外建設事業201億

57百万円(前年同期比13.0%増)を合わせ、723億55百万円(前年同期比5.2%増)となった。 

売上高は、国内建設事業380億88百万円(前年同期比28.6%増)に海外建設事業100億30百万円(前年

同期比13.1%増)を合わせ、481億19百万円(前年同期比25.0%増)となった。また、営業利益は、当社

及び海外子会社の完成工事総利益の増加などにより４億91百万円となった。 

  

不動産事業 

賃貸事業を中心とする不動産事業の売上高は、７億75百万円(前年同期比5.4%増)となり、営業利

益は３億99百万円(前年同期比3.4%減)となった。 

  



その他の事業 

ホテル事業を中心とするその他の事業の売上高は、オーストラリアのホテルの売却による売上減

少などにより、２億６百万円(前年同期比46.2%減)となり、営業利益は、47百万円(前年同期比

26.5%減)となった。 

  

② 所在地別セグメント(セグメント間の内部売上高等を含めて記載している。) 

日本 

提出会社及び連結子会社７社を合わせた売上高は、389億46百万円(前年同期比27.8%増)となり、

建設事業の完成工事総利益の増加などにより、営業利益は前年同期比８億60百万円増の５億79百万

円となった。 

  

東南アジア 

提出会社及び連結子会社７社が建設事業を行っているが、売上高は100億42百万円(前年同期比

13.1%増)となり、営業利益は２億68百万円(前年同期比79.5%増)となった。 

  

北米 

連結子会社１社が不動産事業を行っているが、売上高は１億82百万円(前年同期比10.3%増)とな

り、営業利益は80百万円(前年同期比3.9%減)となった。 

  

オセアニア 

提出会社がホテル事業を行っていたが、売上高は、平成19年５月にホテルを売却したことによ

り、57百万円(前年同期比75.5%減)となり、営業利益は10百万円(前年同期比70.6%減)となった。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益７億97

百万円の計上に加え、未成工事支出金の増加などがあったものの、売上債権の減少及び未成工事受入金

の増加などにより、３億57百万円のプラス(前年同期は19億22百万円のマイナス)となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入などにより、26億89百万円の

プラス(前年同期は83百万円のプラス)となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び優先株式の取得並びに配当金の支払いなど

により、25億83百万円のマイナス(前年同期は23億18百万円のプラス)となった。 

この結果、当中間連結会計期間末の「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、前連結会計年度末に

比べ４億13百万円増加し、133億90百万円となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
(注) １ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

３ 上記(1)及び(2)は、セグメント間取引の相殺消去後の金額である。 

  

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含む。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は「期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高」に一致する。 

  

区分
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

建設事業       (百万円) 68,785 72,355

区分
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

建設事業       (百万円) 38,491 48,119

不動産事業      (百万円) 735 775

その他の事業     (百万円) 383 206

      合計   (百万円) 39,610 49,101

期別 工事別
期首繰越 
工事高 

(百万円)

期中受注
工事高 

(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 

(百万円)

期末繰越工事高 期中 
施工高 

(百万円)手持工事高
(百万円)

うち施工高

(％) (百万円)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

建築 71,577 50,048 121,626 28,983 92,643 22.64 20,977 37,503

土木 912 556 1,469 334 1,135 33.60 381 359

計 72,490 50,604 123,095 29,317 93,778 22.78 21,358 37,863

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

建築 92,812 51,968 144,781 37,615 107,166 22.72 24,346 44,995

土木 1,841 622 2,464 571 1,892 22.34 422 640

計 94,654 52,591 147,246 38,186 109,059 22.71 24,768 45,635

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

建築 71,577 99,737 171,315 78,502 92,812 18.28 16,966 83,011

土木 912 2,097 3,010 1,168 1,841 19.20 353 1,166

計 72,490 101,834 174,325 79,671 94,654 18.30 17,319 84,177



② 受注工事高及び完成工事高について 

当社は、受注産業という建設市場の特殊性を反映し、過去３年間における上半期の受注高及び完成

工事高は次の表が示すとおり季節的に変動する。 
  

 
  

③ 完成工事高 

  

 
  

前中間会計期間の完成工事高のうち請負金額５億円以上の主なもの 

  

 
  

当中間会計期間の完成工事高のうち請負金額10億円以上の主なもの 

  

 

期別

受注工事高 完成工事高

１年通期 
(Ａ) 

(百万円)

上半期 
(Ｂ) 

(百万円)

(Ｂ)／(Ａ)
(％)

１年通期
(Ｃ) 

(百万円)

上半期
(Ｄ) 

(百万円)

(Ｄ)／(Ｃ) 
(％)

第63期 81,834 45,817 55.99 87,013 30,249 34.76

第64期 82,607 37,383 45.25 75,508 32,297 42.77

第65期 101,834 50,604 49.69 79,671 29,317 36.80

第66期 ― 52,591 ― ― 38,186 ―

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

建築工事 1,680 27,302 28,983

土木工事 ― 334 334

計 1,680 27,637 29,317

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

建築工事 3,333 34,281 37,615

土木工事 59 511 571

計 3,392 34,793 38,186

発注者 工事名称

株式会社豊田自動織機 株式会社万代 堺物流センター新築工事

三菱地所株式会社 

財団法人藤沢市開発経営公社
増田ビル・遊行通り共同ビル改修工事

大陽日酸株式会社 関西支社 堺・大浜新充填工場及び大陽日酸(株)堺・大浜事業所建設工事

第一交通産業株式会社 (仮称)グランドパレス下荒田新築工事

スターライト工業株式会社
ＰＳＳ工場とフェノール工場の新設工事 

並びに栗東事業所再整備工事

発注者 工事名称

株式会社ケーズホールディングス 

(旧会社名 ギガスケーズデンキ株式会社)
(仮称)ケーズデンキ稲城若葉台店新築工事

日本輸送機株式会社 日本輸送機株式会社滋賀新工場棟建設工事

株式会社湯原リゾート (仮称)松の井ホテル改修工事

セントラル総合開発株式会社 (仮称)クレアホームズ和光丸山台新築工事

株式会社飯田産業 (仮称)センチュリー成田新築工事



④ 手持工事高(平成19年９月30日現在) 

  

 
  

手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの 

  

 
  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

建築工事 16,800 90,366 107,166

土木工事 279 1,613 1,892

計 17,080 91,979 109,059

発注者 工事名称 完成予定

株式会社中埜酢店
(仮称)株式会社栃木ミツカン栃木工場2006年度 

増築工事(第２期)
平成20年１月

株式会社セブン－イレブン・ジャパン (仮称)ニッセーデリカ千葉工場新築工事 平成20年２月

アーバンライフ株式会社 (仮称)松原市天美東マンション計画新築工事 平成20年10月

財務省関東財務局 (H18)小仲台住宅(RC-c)建設工事 平成20年３月

東京都台東区 (仮称)新台東病院等新築工事 平成20年９月



３ 【対処すべき課題】 

建設業界を取り巻く環境は、国内建設市場の縮小による受注競争の激化、原油価格高騰に伴う資材価格

の上昇など依然として厳しい状況が続くものと思われる。このような環境のもと、当社グループは、営業

力の強化、生産性の向上、有利子負債の削減を喫緊の課題と認識し、東南アジア地区での事業拡大を含め

た経営基盤の強化を図っていく。また、今後とも透明性の高いコーポレートガバナンスを実現し、法令、

社会規範に則った会社運営を進めていく所存である。 

こうした経営課題に対処すべく、なお一層安定した収益基盤を確立し、財務体質の一層の健全化を図

り、自己資本の充実と安定配当を実現することを目標とした「中期経営計画」(平成20年３月期～平成22

年３月期)に取り組んでいる。 

なお、基本方針の策定にあたり、以下の６項目を重点課題と位置付けている。 

① 国内建設事業の安定黒字化実現 

② 海外建設事業の売上200億円体制の確立 

③ 優先株式償還による資本の質改善 

④ 有利子負債削減などによる財務体質強化 

⑤ 人材育成と高齢化対策(組織体制と人事政策) 

⑥ コンプライアンス体制の確立 

当社は、法の遵守はもとより、高い倫理観をもつ品位ある企業として、社会に信頼され、また社会に貢

献するため、社是を基本理念とする行動憲章を定めている。また、当社は、財務及び事業の方針の決定を

支配する者の在り方に関する基本方針等については、明確に定めてはいないが、当社グループの企業価値

の向上及び株主共同の利益の確保を目指しており、今後の法制度及び社会的な動向等を見極めつつ、検討

を進めていく所存である。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

(建設事業) 

当社は社会やお客様のニーズに対応すべく、技術研究所を中心として、品質の向上並びに生産性の向

上を目指し、新工法・新材料の調査研究に努めている。 

また、社団法人日本建設業経営協会中央技術研究所のメンバーとして、各種の共同研究開発を行って

いる。 

当中間連結会計期間における研究開発費は20百万円であった。 

なお、連結子会社においては、研究開発活動は特段行っていない。 

  

(不動産事業及びその他の事業) 

研究開発活動は特段行っていない。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を売却した。 

  

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はない。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

帳簿価額(百万円)

従業
員数 
(人)建物

構築物

機械
運搬具 
工具器具 
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

クロヌラホテル
(オーストラリア サザランド市)

その他の事業 769 28 1,600 221 1,019 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 第Ⅰ種優先株式の内容は次のとおりである。 

  (1) 優先配当金 

 当社は、期末配当金を支払うときは、第Ⅰ種優先株式を有する株主(以下「第Ⅰ種優先株主」という。)また

は第Ⅰ種優先株式の登録株式質権者(以下「第Ⅰ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する

株主(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に

先立ち、第Ⅰ種優先株式１株につき下記(イ)に定める額の期末配当金(以下「第Ⅰ種優先配当金」という。)を

支払う。 

(イ)優先配当金の額 

  １株あたりの第Ⅰ種優先配当金の額は、第Ⅰ種優先株式の１株あたりの払込価額(500円)に、それぞれの事

業年度ごとに下記の配当年率(以下「第Ⅰ種優先配当年率」という。)を乗じて算出された額とする。ただ

し、初年度の第Ⅰ種優先配当金については、配当起算日から当該事業年度の終了日までの日数(初日および

終日を含む。)で日割り計算した額とする。 

  第Ⅰ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の

結果が50円を超える場合は、第Ⅰ種優先配当金の額は、50円とする。 

  第Ⅰ種優先配当年率は、平成16年３月31日以降、次回の配当年率修正日(下記に定義される。)の前日まで

の各事業年度について、下記の算式により計算される年率とする。 

  第Ⅰ種優先配当年率＝日本円TIBOR(６ヶ月物)＋1.00％ 

  「配当年率修正日」は、平成16年３月31日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営

業日を配当年率修正日とする。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 154,792,300

第Ⅰ種優先株式 5,600,000

計 160,392,300

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,498,097 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

第Ⅰ種優先株式 3,600,000 同左 ― (注)

計 38,098,097 同左 ― ―



  「日本円TIBOR(６ヶ月物)」とは、初年度は平成16年３月31日(配当起算日)、次年度以降は各配当年率修正

日において、午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート(日本円

TIBOR)として全国銀行協会によって公表される数値をいうものとする。配当年率修正日に日本円TIBOR(６ヶ

月物)が公表されない場合は、同日(当日が銀行休業日の場合は直前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリー

ン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR６ヶ月物(360日ベース))として英

国銀行協会(BBA)によって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円TIBOR(６ヶ月物)に

代えて用いるものとする。 

  日本円TIBOR(６ヶ月物)またはこれに代えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位

を四捨五入する。 

(ロ)非累積条項 

  ある事業年度において第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録株式質権者に対して支払う期末配当金の額が

第Ⅰ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

(ハ)非参加条項 

  第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録株式質権者に対しては、第Ⅰ種優先配当金を超えて配当を行わな

い。 

  (2) 残余財産の分配 

 当社の残余財産の分配をするときは、第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録株式質権者に対し、普通株主ま

たは普通登録株式質権者に先立ち、第Ⅰ種優先株式１株につき500円を支払う。 

 第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。 

  (3) 取得請求権 

 第Ⅰ種優先株主は、平成23年４月１日以降、毎年７月１日から７月31日までの期間(以下「取得請求可能期

間」という。)において、毎事業年度に、前事業年度における分配可能額の２分の１に相当する金額を上限とし

て、第Ⅰ種優先株式の全部または一部を１株につき500円にて取得するように請求することができ、当社は、法

令の定めにしたがって、分配可能額の範囲内において、取得手続を行うものとする。 

  (4) 取得条項 

 当社は、平成23年４月１日以降いつでも第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録株式質権者の意思にかかわら

ず、第Ⅰ種優先株式の全部または一部を取得することができる。取得価額は、１株につき500円に第Ⅰ種優先株

式配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得の日までの日数で日割り計算した額(円位未満小数第４

位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。)とする。 

  (5) 議決権 

 第Ⅰ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

  (6) 株式の併合または分割 

 当社は、法令に定める場合を除き、第Ⅰ種優先株式について、株式の併合または分割を行わない。 

  (7) 新株引受権等の付与 

 当社は、第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録株式質権者に対し、新株引受権または新株予約権もしくは新

株予約権付社債の引受権を与えない。 

  (8) 普通株式の交付と引換えにする取得請求権 

 第Ⅰ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有する第Ⅰ種優先株式を普通株式の交付と引換えに当

社に取得させることができる。 

(イ)取得を請求することができる期間 

  第Ⅰ種優先株式の取得を請求することができる期間は、平成19年４月１日から平成39年３月31日までとす

る。 

(ロ)取得の条件 

  第Ⅰ種優先株主は、上記(イ)の期間中、１株につき下記(a)から(c)に定める取得価額により、当社の普通

株式の交付と引換えに当社に取得させることができる。 

 (a) 当初取得価額 

   当初取得価額は、平成19年４月１日における時価とする。ただし、当該価額が47円を下回る場合は、47

円とする。 

   上記の時価とは、平成19年４月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所に

おける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)と

し、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 



 (b) 取得価額の修正 

   取得価額は、平成20年４月１日以降、毎年４月１日(以下それぞれ「取得価額修正日」という。)に、各

取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」という。)の株式会

社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のな

い日数を除く。)に修正される(修正後取得価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。なお、各時価算定期間内に、下記(c)で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均

値は、下記(c)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記の計算の結果、修正

後取得価額が当初取得価額の50％に相当する金額(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。以下「下限取得価額」という。ただし、下記(c)により調整される。)を下回る場合には下限取

得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取得価額(ただし、下記(c)により調整される。)の150％に

相当する金額(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下「上限取得価額」と

いう。ただし、下記(c)により調整される。)を上回る場合には上限取得価額(ただし、下記(c)により調整

される。)をもって修正後取得価額とする。 

 (c) 取得価額の調整 

  Ⅰ 第Ⅰ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式(以下「取得価

額調整式」という。)により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。 
  

   
   ｉ 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を募集する場合 

     調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

   ⅱ 株式の分割により普通株式を発行する場合 

     調整後取得価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、これを適用する。ただし、分配可

能額から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前

の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後取得価額は、当該分配可能額の資本組

入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

   ⅲ 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式の交付と引換えに当社に取得させる

ことができる株式または権利行使により発行される普通株式１株あたりの払込価額が取得価額調整式

に使用する時価を下回ることとなる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合 

     調整後取得価額は、その証券(権利)の発行日に、または募集のための株主割当日がある場合はその

日の終わりに、発行される証券(権利)の全額が取得またはすべての新株予約権が行使されたものとみ

なし、その発行日の翌日以降、またはその割当日の翌日以降、これを適用する。 

  Ⅱ 上記Ⅰに掲げる場合のほか、合併、資本金の額の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整

を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更される。 

  Ⅲ 取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日(ただし、上記Ⅰⅱただ

し書きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における

当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、

その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間

に、上記ⅠまたはⅡで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用する時価(当

該平均値)は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。 

  Ⅳ 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価

額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

た、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株

式数とする。なお、処分される自己株式の数は、取得価額調整式に使用する既発行普通株式数から控除

される。 

  Ⅴ 取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまると

きは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発生し、

取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。 

既発行普通株式数＋
新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数



(ハ)取得により発行すべき普通株式数 

  第Ⅰ種優先株式の取得により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 
  

   
  取得により発行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。 

(ニ)取得の請求により発行する株式の内容 

  当社普通株式 

(ホ)取得請求受付場所 

  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

(ヘ)取得の効力の発生 

  取得の効力は、取得請求書および第Ⅰ種優先株式の株券が前述(ホ)に記載する取得請求受付場所に到着し

たときに発生する。ただし、第Ⅰ種優先株式の株券が発行されていない場合は、株券の提出を要しないもの

とする。 

(ト)取得後第１回目の配当 

  第Ⅰ種優先株式の取得により発行された普通株式に対する 初の期末配当金は、取得の請求または下記(9)

に記載する一斉取得がなされたときに属する事業年度の初めに取得があったものとみなしてこれを支払う。 

  (9) 一斉取得条項 

 平成39年３月31日までに取得請求のなかった第Ⅰ種優先株式は、平成39年４月１日(以下「一斉取得日」とい

う。)をもって、第Ⅰ種優先株式１株の払込金相当額を、普通株式の時価で除して得られる数の当社の普通株式

となる。上記の時価とは、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所におけ

る当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。以下「一斉取得価

額」という。)とし、その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場

合、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、また、当該時価が上限取得価額を

上回る場合には上限取得価額をもって、一斉取得価額とする。ただし、取得価額が一斉取得日までに上記(8)

(c)により調整された場合には、一斉取得価額についても同様の調整を行うものとする。上記の普通株式数の算

出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じてこれを取扱う。 

  (10) 優先順位 

 当社の発行する各種の種類株式の優先配当金および残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 平成19年６月28日開催の定時株主総会及び同日開催の取締役会の決議に基づき、第Ⅰ種優先株式を取得し、こ

れを消却したことによる減少 

  

取得により発行 
すべき普通株式数

＝
第Ⅰ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅰ種優先株式の払込価額の総額

取得価額

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年７月６日
(注)

△2,000 38,098 ― 5,061 ― 1,400



(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成19年９月30日現在 

 
  

② 第Ⅰ種優先株式 

平成19年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

財団法人大島育英会 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 6,756 19.59

大 島 義 和 東京都千代田区 3,069 8.90

関東興業株式会社 東京都江戸川区船堀三丁目７番13号 2,660 7.71

マリーン興業株式会社 東京都江戸川区東小松川三丁目１番１号 1,660 4.81

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,647 4.78

有 田 信 子 東京都港区 1,170 3.39

株式会社ＭＢサービス 東京都江戸川区船堀三丁目７番13号 1,028 2.98

ナカノ従業員持株会 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 914 2.65

ナカノ友愛会投資会 東京都千代田区九段北四丁目２番28号 620 1.80

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 529 1.53

計 ― 20,057 58.14

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,443 67.86

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,157 32.14

計 ― 3,600 100.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ1,500株(議決権３個)及び150株含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

る。 

役職の異動 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
優先株式

3,600,000
―

優先株式の内容は、(1) 株式の総数
等②発行済株式を参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   84,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

34,187,500
68,375 同上

単元未満株式 普通株式  226,097 ― １単元(500株)未満の株式

発行済株式総数 38,098,097 ― ―

総株主の議決権 ― 68,375 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ナカノフドー建設

東京都千代田区 
九段北四丁目２番28号

84,500 ― 84,500 0.22

計 ― 84,500 ― 84,500 0.22

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 227 335 379 365 311 292

低(円) 190 198 315 293 242 252

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員 
支社統轄部長兼 
国内営業支援部長

取締役
常務執行役員
支社統轄部長

溝口 五郎 平成19年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、和泉監査法人により中間監査を受けてい

る。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 ※１ 8,321 14,224 14,215

受取手形・ 
完成工事未収入金等

※２ 14,343 14,912 19,127

未成工事支出金 20,197 23,289 16,586

その他たな卸資産 ※３ 597 516 563

その他 2,172 2,679 2,054

貸倒引当金 △338 △312 △399

流動資産合計 45,295 62.9 55,309 70.5 52,147 66.8

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 ※４ 5,865 4,450 5,789

土地 ※５ 14,060 12,704 13,957

その他 ※６ 476 20,402 414 17,569 473 20,221

２ 無形固定資産 206 168 180

３ 投資その他の資産

投資有価証券 ※７ 3,780 3,551 3,648

破産債権、 
更生債権等

3,995 3,955 3,979

繰延税金資産 910 939 936

その他 1,444 937 1,023

貸倒引当金 △4,065 6,064 △4,027 5,356 △4,051 5,537

固定資産合計 26,673 37.1 23,094 29.5 25,939 33.2

資産合計 71,968 100.0 78,403 100.0 78,087 100.0

 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形・ 
工事未払金等

※８ 26,951 34,183 34,354

短期借入金 5,085 3,309 2,276

未成工事受入金 14,004 17,686 14,341

引当金 743 615 735

その他 1,079 1,180 1,773

流動負債合計 47,864 66.5 56,975 72.7 53,481 68.5

Ⅱ 固定負債

長期借入金 12,087 8,723 11,159

繰延税金負債 255 314 282

退職給付引当金 712 726 736

役員退職慰労引当金 75 92 83

その他 767 750 760

固定負債合計 13,897 19.3 10,607 13.5 13,021 16.7

負債合計 61,761 85.8 67,582 86.2 66,503 85.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,061 7.0 5,061 6.4 5,061 6.5

 ２ 資本剰余金 1,400 1.9 1,400 1.8 1,400 1.8

 ３ 利益剰余金 3,641 5.1 4,227 5.4 4,937 6.3

 ４ 自己株式 △18 △0.0 △22 △0.0 △19 △0.0

   株主資本合計 10,084 14.0 10,666 13.6 11,379 14.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

724 1.0 672 0.8 718 0.9

 ２ 為替換算調整勘定 △954 △1.3 △955 △1.2 △878 △1.1

   評価・換算差額等 
   合計

△230 △0.3 △282 △0.4 △160 △0.2

Ⅲ 少数株主持分 351 0.5 436 0.6 363 0.4

   純資産合計 10,206 14.2 10,821 13.8 11,583 14.8

   負債純資産合計 71,968 100.0 78,403 100.0 78,087 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 38,491 48,119 99,411

不動産売上高 735 775 1,443

その他の売上高 383 39,610 100.0 206 49,101 100.0 847 101,702 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 36,562 45,159 93,930

不動産売上原価 228 269 454

その他の売上原価 270 37,061 93.6 115 45,544 92.8 573 94,957 93.4

売上総利益

完成工事総利益 1,929 2,959 5,481

不動産売上総利益 507 506 989

その他の売上総利益 112 2,549 6.4 90 3,556 7.2 274 6,745 6.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,562 6.4 2,618 5.3 5,202 5.1

営業利益又は 
営業損失(△)

△13 △0.0 938 1.9 1,543 1.5

Ⅳ 営業外収益

受取利息 37 73 96

受取配当金 24 22 41

為替差益 ― 95 25

その他 ※２ 35 97 0.2 13 205 0.4 39 202 0.2

Ⅴ 営業外費用

支払利息 165 162 345

その他 ※３ 53 218 0.5 17 180 0.3 118 464 0.4

経常利益又は 
経常損失(△)

△134 △0.3 962 2.0 1,281 1.3

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※４ 3 1,311 113

貸倒引当金戻入益 22 74 49

その他 ― 26 0.0 2 1,388 2.8 234 396 0.4

Ⅶ 特別損失

前期損益修正損 ※５ 41 ― 41

固定資産売却損 ※６ 10 8 115

減損損失 ※７ ― 1,303 ―

貸倒引当金繰入額 103 ― 139

その他 ※８ 53 209 0.5 241 1,553 3.2 173 470 0.5

税金等調整前中間 
(当期)純利益又は 
税金等調整前中間 
純損失(△)

△318 △0.8 797 1.6 1,208 1.2

法人税、住民税 
及び事業税

71 187 313

法人税等調整額 △96 △25 △0.0 66 253 0.5 △91 221 0.2

少数株主利益 49 0.1 76 0.1 33 0.0

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

△342 △0.9 467 1.0 953 0.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 3,983 △18 10,427 

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △342 △342

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の 
 変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △342 △0 △342

平成18年９月30日残高(百万円) 5,061 1,400 3,641 △18 10,084 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 946 △987 △40 295 10,682 

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △342

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の 
 変動額(純額)

△222 32 △189 56 △132

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△222 32 △189 56 △475

平成18年９月30日残高(百万円) 724 △954 △230 351 10,206 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 4,937 △19 11,379

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △153 △153

 中間純利益 467 467

 自己株式の取得 △1,026 △1,026

 自己株式の消却 △1,024 1,024 ―

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の 
 変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △710 △2 △712

平成19年９月30日残高(百万円) 5,061 1,400 4,227 △22 10,666

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 718 △878 △160 363 11,583

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △153

 中間純利益 467

 自己株式の取得 △1,026

 自己株式の消却 ―

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の 
 変動額(純額)

△45 △76 △122 72 △49

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△45 △76 △122 72 △762

平成19年９月30日残高(百万円) 672 △955 △282 436 10,821



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 3,983 △18 10,427 

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 953 953

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 953 △1 952

平成19年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 4,937 △19 11,379

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 946 △987 △40 295 10,682 

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 953

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△228 108 △119 68 △51

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△228 108 △119 68 901

平成19年３月31日残高(百万円) 718 △878 △160 363 11,583



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)  
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△)

△ 318 797 1,208

減価償却費 204 199 407

減損損失 ― 1,303 ―

貸倒引当金の増加・ 
減少(△)額

89 △ 74 130

賞与引当金の増加・ 
減少(△)額

△ 34 △ 96 54

退職給付引当金の増加・ 
減少(△)額

0 △ 9 24

受取利息及び受取配当金 △ 62 △ 96 △ 137

支払利息 165 162 345

固定資産売却損・益(△) 
及び除却損

7 △ 1,296 31

売上債権の減少・ 
増加(△)額

△ 364 4,226 △ 5,073

未成工事支出金の減少・ 
増加(△)額

△ 7,848 △ 6,700 △ 4,218

その他たな卸資産の減少・ 
増加(△)額

25 46 59

仕入債務の増加・ 
減少(△)額

2,452 △ 156 9,623

未成工事受入金の増加・ 
減少(△)額

3,928 3,358 4,214

その他 78 △ 1,069 513

小計 △ 1,675 595 7,184

利息及び配当金の受取額 62 97 137

利息の支払額 △ 165 △ 177 △ 347

法人税等の支払額 △ 143 △ 158 △ 254

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△ 1,922 357 6,719

 



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 612 △ 585 △ 682

定期預金の払戻による収入 670 986 797

有形固定資産の取得 
による支出

△ 178 △ 61 △ 415

有形固定資産の売却 
による収入

17 2,334 236

有価証券の売却 
による収入

199 ― 199

その他 △ 12 15 896

投資活動による 
キャッシュ・フロー

83 2,689 1,031

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金増加・ 
減少(△)額

2,726 854 △ 585

長期借入金の返済 
による支出

△ 407 △ 2,256 △ 833

優先株式の取得による支出 ― △ 1,024 ―

配当金の支払 ― △ 153 ―

その他 0 △ 2 △ 28

財務活動による 
キャッシュ・フロー

2,318 △ 2,583 △ 1,447

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

11 △ 50 116

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加・減少(△)額

490 413 6,420

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高

6,556 12,976 6,556

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

7,047 13,390 12,976



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事

項

(1) 全ての子会社(16社)を連結

している。

(主要な連結子会社名)

㈱ナカノエージェンシー

㈱ダイトーエンジニアリン

グ

㈱ナカノテック

ナカノシンガポール(PTE.) 

LTD.

ナカノインターナショナル

CORP.

PT.インドナカノ

タイナカノCO.,LTD.

(1) 全ての子会社(15社)を連結

している。

なお、株式会社ダイトーエ

ンジニアリングは、平成19

年６月に清算結了した。

(主要な連結子会社名)

㈱ナカノエージェンシー

㈱ナカノテック

ナカノシンガポール(PTE.) 

LTD.

ナカノインターナショナル

CORP.

PT.インドナカノ

タイナカノCO.,LTD.

(1) 全ての子会社(16社)を連結

している。

(主要な連結子会社名)

㈱ナカノエージェンシー

㈱ダイトーエンジニアリン

グ

㈱ナカノテック

ナカノシンガポール(PTE.) 

LTD.

ナカノインターナショナル

CORP.

PT.インドナカノ

タイナカノCO.,LTD.

(2) 主要な非連結子会社名

該当事項なし。

(2) 主要な非連結子会社名

同左

(2) 主要な非連結子会社名

同左

２ 持分法の適用に関する

事項

持分法を適用しない関連会社

 会社の名称

㈱リズミックヒルズ赤羽

 持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会

社は、中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、重要性がないた

め持分法の適用から除外し

ている。

持分法を適用しない関連会社

 会社の名称

㈱リズミックヒルズ赤羽 

㈱城北シンフォニア 

ネクストコートハウス立川 

        ＰＦＩ㈱

 持分法を適用しない理由

同左

持分法を適用しない関連会社

 会社の名称

同左

 持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会

社は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、重要性がないた

め持分法の適用から除外し

ている。

３ 連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項

連結子会社のうち中野咨詢(上

海)有限公司の中間決算日は６

月30日である。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、中間連

結決算日９月30日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表

を使用している。 

上記以外の連結子会社の中間決

算日は、中間連結決算日と一致

している。

同左 連結子会社のうち中野咨詢(上

海)有限公司の決算日は12月31

日である。連結財務諸表の作成

にあたっては、連結決算日３月

31日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用している。 

上記以外の連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致してい

る。

４ 会計処理基準に関する

事項

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法

有価証券

① 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

有価証券

① 満期保有目的の債券

同左

有価証券

① 満期保有目的の債券

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている)

② その他有価証券

時価のあるもの

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 



 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

たな卸資産

① 未成工事支出金

個別法による原価法

② 販売用不動産

個別法による低価法

③ 不動産事業支出金

個別法による低価法

④ 材料貯蔵品

終仕入原価法による 

原価法

たな卸資産

① 未成工事支出金

同左

② 販売用不動産

同左

③ 不動産事業支出金

同左

④ 材料貯蔵品

同左

たな卸資産

① 未成工事支出金

同左

② 販売用不動産

同左

③ 不動産事業支出金

同左

④ 材料貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法

 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法、ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用し

ている。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。

在外連結子会社は、主とし

て定額法を採用している。

 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法、ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用し

ている。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。

在外連結子会社は、主とし

て定額法を採用している。

 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法、ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用し

ている。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。

在外連結子会社は、主とし

て定額法を採用している。

 (会計方針の変更)

法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令83

号))に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法

に変更している。 

これによる損益に与える影

響は軽微である。

 (追加情報)

平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終

了した翌連結会計年度から

５年間で均等償却する方法

によっている。 

これによる損益に与える影

響は軽微である。

 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

いる。

 無形固定資産

同左

 無形固定資産

同左

 



 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上

基準

 貸倒引当金

当社及び国内連結子会社

は、債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。ま

た、在外連結子会社は、個

別債権の回収不能見込額を

計上している。

 貸倒引当金

同左

 貸倒引当金

同左

 完成工事補償引当金

当社及び国内連結子会社

は、完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、当

中間連結会計期間末に至る

１年間の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づ

いて計上している。

 完成工事補償引当金

同左

 完成工事補償引当金

当社及び国内連結子会社

は、完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、過

年度の実績に基づき当連結

会計年度の完成工事に対す

る将来の見積補償額を計上

している。

 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失

に備えるため、当中間連結

会計期間末手持工事のうち

重要な損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理

的に見積ることができる工

事について損失見込額を計

上している。

 工事損失引当金

同左

 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失

に備えるため、当連結会計

年度末手持工事のうち重要

な損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に

見積ることができる工事に

ついて損失見込額を計上し

ている。

 賞与引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員に対し支給する

賞与の支払に充てるため、

実際支給見込額を基礎とし

て当中間連結会計期間に対

応する額を計上している。

 賞与引当金

同左

 賞与引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員に対し支給する

賞与の支払に充てるため、

実際支給見込額を基礎とし

て当連結会計年度に対応す

る額を計上している。

 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(12年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ている。

 退職給付引当金

当社及び一部の在外連結子

会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

いる。

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(12年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ている。

 退職給付引当金

当社及び一部の在外連結子

会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(12年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ている。

 役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職により

支給する退職慰労金の支払

に充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

している。

 役員退職慰労引当金

同左

 役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職により

支給する退職慰労金の支払

に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

いる。

 



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要なリース取引の

処理方法

当社及び連結子会社は、リース

物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってい

る。

同左 同左

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法 

 

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、

特例処理を採用している。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

金利スワップ

  ヘッジ対象

借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを

回避するために金利スワッ

プ取引を行っており、投機

目的の取引は行わない方針

である。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特

例処理の要件を満たしてい

るため、ヘッジの有効性の

判定は省略している。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための重要な

事項

① 完成工事高の計上基準

当社の完成工事高の計上

は、工事完成基準によって

いるが、長期大型工事(工

期が24ヶ月以上、かつ、請

負金額が20億円以上)につ

いては工事進行基準によっ

ている。

また、在外連結子会社は主

として工事進行基準によっ

ている。

なお、工事進行基準によっ

た完成工事高は8,866百万

円である。

① 完成工事高の計上基準

当社の完成工事高の計上

は、工事完成基準によって

いるが、長期大型工事(工

期が24ヶ月以上、かつ、請

負金額が20億円以上)につ

いては工事進行基準によっ

ている。

また、在外連結子会社は主

として工事進行基準によっ

ている。

なお、工事進行基準によっ

た完成工事高は10,564百万

円である。

① 完成工事高の計上基準

当社の完成工事高の計上

は、工事完成基準によって

いるが、長期大型工事(工

期が24ヶ月以上、かつ、請

負金額が20億円以上)につ

いては工事進行基準によっ

ている。

また、在外連結子会社は主

として工事進行基準によっ

ている。

なお、工事進行基準によっ

た完成工事高は19,132百万

円である。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相

当する額の会計処理は、税

抜方式によっている。

② 消費税等の会計処理

同左

② 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結(連結)キャッ

シュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなる。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なる。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用している。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、9,854百万円である。

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用している。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、11,219百万円である。

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結損益計算書関係)

 前中間連結会計期間において区分掲記していた

営業外収益の「為替差益」は金額的重要性が無く

なったため、当中間連結会計期間より営業外収益

の「その他」に含めて表示することとした。

 なお、当中間連結会計期間の営業外収益の「そ

の他」に含まれる「為替差益」は、９百万円であ

る。

(中間連結損益計算書関係)

 前中間連結会計期間において営業外収益の「そ

の他」に含めて表示していた「為替差益」は金額

的重要性が増したため、当中間連結会計期間より

区分掲記することとした。

 なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「そ

の他」に含まれる「為替差益」は、９百万円であ

る。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 １ 前中間連結会計期間において区分掲記していた

営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差

損・益(△)」及び「投資有価証券売却及び評価

損・益(△)」は、金額的重要性が無くなったた

め、当中間連結会計期間より営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めて表示するこ

ととした。

 なお、当中間連結会計期間の営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含まれる「為替

差損・益(△)」及び「投資有価証券売却及び評価

損・益(△)」は、それぞれ△７百万円及び△０百

万円である。

 ２ 前中間連結会計期間において区分掲記していた

投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価

証券の売却による収入」は、金額的重要性が無く

なったため、当中間連結会計期間より投資活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示することとした。

 なお、当中間連結会計期間の投資活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含まれる「投資

有価証券の売却による収入」は、０百万円であ

る。

―――――

 

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

１ ※４※６ 有形固定資産の減価

償却累計額

6,279百万円

１ ※４※６ 有形固定資産の減価

償却累計額

4,897百万円

１ ※４※６ 有形固定資産の減価

償却累計額

5,667百万円

２ 下記の資産は、長期借入金

11,990百万円及び短期借入金

4,983百万円並びに営業保証金

等の担保に供している。

※１ 現金預金 1,134百万円

※２ 受取手形 2,430百万円

※３ 不動産事業 

   支出金
195百万円

※４ 建物 3,684百万円

※５ 土地 12,471百万円

※７ 投資有価証券 1,890百万円

   計 21,806百万円

２ 下記の資産は、長期借入金

8,723百万円及び短期借入金

2,959百万円並びに営業保証金

等の担保に供している。

※１ 現金預金 834百万円

※２ 受取手形 1,999百万円

※３ 不動産事業 

   支出金
195百万円

※４ 建物 3,035百万円

※５ 土地 11,398百万円

※７ 投資有価証券 1,894百万円

   計 19,358百万円

２ 下記の資産は、長期借入金

11,159百万円及び短期借入金

2,252百万円並びに営業保証金

等の担保に供している。

※１ 現金預金 1,134百万円

※２ 受取手形 2,213百万円

※３ 不動産事業 

   支出金
195百万円

※４ 建物 3,564百万円

※５ 土地 12,418百万円

※７ 投資有価証券 1,975百万円

   計 21,501百万円

 

３ 保証債務

工事履行保証 1,700百万円

(22,885千S$)

83百万円

(2,598千M$)

202百万円

(64,542千B)

手付金保証 241百万円

従業員持家ローン 24百万円

   計 2,252百万円

３ 保証債務

工事履行保証 2,707百万円

(34,949千S$)

96百万円

(2,854千M$)

818百万円

(223,015千B)

11百万円

(799,000千RP)

手付金保証 38百万円

従業員持家ローン 17百万円

   計 3,689百万円

 

３ 保証債務

工事履行保証 1,746百万円

(22,446千S$)

20百万円

(599千M$)

835百万円

(227,777千B)

手付金保証 313百万円

従業員持家ローン 21百万円

計 2,937百万円

４ 受取手形割引高 1,161百万円

  受取手形裏書 
  譲渡高

13百万円

４ 受取手形割引高 399百万円

  受取手形裏書
  譲渡高

0百万円

４ 受取手形割引高 1,579百万円

 受取手形裏書
  譲渡高

12百万円

５ ※２※８

中間連結会計期間末日の満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

いる。

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれてい

る。

受取手形 497百万円

上記のほか

 受取手形割引高 148百万円

 受取手形裏書 
 譲渡高

4百万円

支払手形 2,467百万円

 

５ ※２※８

中間連結会計期間末日の満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

いる。

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれてい

る。

受取手形 181百万円

上記のほか

 受取手形割引高 80百万円

支払手形 4,177百万円
 

５ ※２※８

連結会計年度末日の満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしてい

る。

なお、当連結会計年度末日は金

融機関の休日であったため、次

の満期手形が当連結会計年度末

日の残高に含まれている。

受取手形 316百万円

上記のほか

受取手形割引高 112百万円

支払手形 3,313百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ ※１このうち、主要な費目及び

金額は、次のとおりであ

る。

減価償却費 71百万円

賞与引当金繰入額 179百万円

退職給付費用 112百万円

従業員給料手当 1,142百万円

１ ※１このうち、主要な費目及び

金額は、次のとおりであ

る。

減価償却費 70百万円

賞与引当金繰入額 174百万円

退職給付費用 110百万円

従業員給料手当 1,167百万円

１ ※１このうち、主要な費目及び

金額は、次のとおりであ

る。

減価償却費 139百万円

賞与引当金繰入額 207百万円

退職給付費用 225百万円

従業員給料手当 2,494百万円

２ 当社グループの売上高は、通常

の営業の形態として、上半期に

比べ下半期に完成する工事の割

合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売

上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。

２      同左 ―――――

３ ※２営業外収益の「その他」の

内訳は次のとおりである。

為替差益 9百万円

その他 25百万円

  計 35百万円

――――― ―――――

４ ※３営業外費用の「その他」の

内訳は次のとおりである。

アレンジメント 
フィー

28百万円

その他 24百万円

  計 53百万円

――――― ２ ※３営業外費用の「その他」の

内訳は次のとおりである。

アレンジメント 
フィー

52百万円

その他 65百万円

  計 118百万円

 

５ ※４固定資産売却益は次のとお

りである。

運搬具 3百万円

３ ※４固定資産売却益の内訳は次

のとおりである。

建物 937百万円

土地 371百万円

運搬具 2百万円

  計 1,311百万円

３ ※４固定資産売却益の内訳は次

のとおりである。

機械装置 91百万円

土地 16百万円

運搬具 6百万円

  計 113百万円

６ ※５前期損益修正損の内訳は次

のとおりである。

過年度工事原価 
修正損

32百万円

その他 9百万円

  計 41百万円

――――― ４ ※５前期損益修正損の内訳は次

のとおりである。

過年度工事原価 
修正損

32百万円

その他 9百万円

  計 41百万円

７ ※６固定資産売却損の内訳は次

のとおりである。

土地 7百万円

建物 3百万円

その他 0百万円

  計 10百万円
 

４ ※６固定資産売却損の内訳は次

のとおりである。

建物 8百万円

運搬具 0百万円

  計 8百万円

５ ※６固定資産売却損の内訳は次

のとおりである。

土地 67百万円

建物 36百万円

その他 11百万円

  計 115百万円



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――

 

５ ※７減損損失

当中間連結会計期間において、

当社は、以下の資産について減

損損失を計上した。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

事務所 東京都
土地 910

建物 393

従来、建設事業の事業用資産に

グルーピングしていた上記の事

務所ビルについて、売却する方

針を決定したことにより、帳簿

価額を回収可能価額(正味売却

価額)まで減額し、当該減少額

を減損損失(1,303百万円)とし

て特別損失に計上した。

なお、当該資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は、市場価

額等に基づいて算定している。

―――――

８ ※８特別損失の「その他」の内

訳は次のとおりである。

貸倒損失 31百万円

その他 22百万円

  計 53百万円
 

――――― ―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
  

 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 

(変動事由の概要)  

 増加数の主な内訳は、次の通りである。 

    単元未満株式の買取りによる増加 2,207株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

 該当事項なし。 

  

４ 配当に関する事項 
  

 該当事項なし。 

  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数 
(株)

当中間連結会計期間 
増加株式数 

(株)

当中間連結会計期間 
減少株式数 

(株)

当中間連結会計期間末
株式数 
(株)

普通株式 34,498,097 ― ― 34,498,097

第Ⅰ種優先株式 5,600,000 ― ― 5,600,000

合計 40,098,097 ― ― 40,098,097

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数 
(株)

当中間連結会計期間 
増加株式数 

(株)

当中間連結会計期間 
減少株式数 

(株)

当中間連結会計期間末
株式数 
(株)

普通株式 68,935 2,207 ― 71,142



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
  

 

(変動事由の概要)  

 減少数の内訳は、次のとおりである。 

    第Ⅰ種優先株式の消却による減少 2,000,000株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 

(変動事由の概要)  

 増加数の内訳は、次のとおりである。 

    普通株式の単元未満株式の買取りによる増加 9,498株 

    第Ⅰ種優先株式の買取りによる増加 2,000,000株 

 減少数の内訳は、次のとおりである。 

    第Ⅰ種優先株式の消却による減少 2,000,000株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

 該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 
  

 (1) 配当金支払額 

  
 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後 

   となるもの 

  

 該当事項はない。 

  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数 
(株)

当中間連結会計期間 
増加株式数 

(株)

当中間連結会計期間 
減少株式数 

(株)

当中間連結会計期間末
株式数 
(株)

普通株式 34,498,097 ― ― 34,498,097

第Ⅰ種優先株式 5,600,000 ― 2,000,000 3,600,000

合計 40,098,097 ― 2,000,000 38,098,097

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数 
(株)

当中間連結会計期間 
増加株式数 

(株)

当中間連結会計期間 
減少株式数 

(株)

当中間連結会計期間末
株式数 
(株)

普通株式 75,074 9,498 ― 84,572

第Ⅰ種優先株式 ― 2,000,000 2,000,000 ―

合計 75,074 2,009,498 2,000,000 84,572

決議 株式の種類
配当金の総額 

(百万円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 120 3.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年６月28日
定時株主総会

第Ⅰ種優先株式 32 5.86 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
  

 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 

(変動事由の概要)  

 増加数の内訳は、次のとおりである。 

    単元未満株式の買取りによる増加 6,139株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

 該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 
  

 (1) 配当金支払額 

  

 該当事項はない。 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 平成19年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

  

 ① 普通株式 

配当金の総額        120百万円 

配当の原資         利益剰余金 

１株当たり配当額      ３円50銭 

基準日           平成19年３月31日 

効力発生日         平成19年６月29日 

  

 ② 第Ⅰ種優先株式 

配当金の総額        32百万円 

配当の原資         利益剰余金 

１株当たり配当額      ５円86銭 

基準日           平成19年３月31日 

効力発生日         平成19年６月29日 

  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数 
(株)

当連結会計年度 
増加株式数 

(株)

当連結会計年度 
減少株式数 

(株)

当連結会計年度末 
株式数 
(株)

普通株式 34,498,097 ― ― 34,498,097

第Ⅰ種優先株式 5,600,000 ― ― 5,600,000

合計 40,098,097 ― ― 40,098,097

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数 
(株)

当連結会計年度 
増加株式数 

(株)

当連結会計年度 
減少株式数 

(株)

当連結会計年度末 
株式数 
(株)

普通株式 68,935 6,139 ― 75,074



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金預金勘定 8,321百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等

△1,274百万円

現金及び現金同等物 7,047百万円
 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金預金勘定 14,224百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等

△834百万円

現金及び現金同等物 13,390百万円
 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金預金勘定 14,215百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等

△1,239百万円

現金及び現金同等物 12,976百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

運搬具 17 7 9

工具器具 
・備品

64 44 20

ソフト 
ウェア

229 121 107

合計 310 173 137

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

運搬具 15 9 6

工具器具 
・備品

29 17 12

ソフト 
ウェア

225 163 61

合計 270 190 80

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

運搬具 17 9 7

工具器具
・備品

52 36 15

ソフト
ウェア

229 144 84

合計 298 190 108

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 64百万円

１年超 78百万円

合計 142百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 53百万円

１年超 30百万円

合計 83百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 59百万円

１年超 53百万円

合計 112百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 2百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 1百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 65百万円

支払利息相当額 5百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式               1,236百万円 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行い、投資有価証券評価

損27百万円を計上している。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式               1,244百万円 

  

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 29 29 0

合計 29 29 0

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 1,277 2,494 1,217

(2) その他 15 20 4

合計 1,292 2,514 1,221

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 29 30 0

合計 29 30 0

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 1,132 2,261 1,129

(2) その他 10 15 5

合計 1,142 2,277 1,134



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式               1,242百万円 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

  

 
  

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 29 29 0

合計 29 29 0

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 1,159 2,366 1,206

(2) その他 5 10 5

合計 1,165 2,376 1,211

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社グループは、デリバティブ取

引にはすべてヘッジ会計を適用して

いるので、該当事項はない。

同左 同左

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 該当事項はない。 同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  日本標準産業分類及び中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業 ：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業 

その他の事業：ホテル業、保険代理業他 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  日本標準産業分類及び中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業 ：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業 

その他の事業：ホテル業、保険代理業他 

  

建設事業 
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

38,491 735 383 39,610 ― 39,610

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 38,491 735 383 39,610 ― 39,610

営業費用 38,983 322 318 39,624 ― 39,624

営業利益又は 
営業損失(△)

△492 413 64 △13 ― △13

建設事業 
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

48,119 775 206 49,101 ― 49,101

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 48,119 775 206 49,101 ― 49,101

営業費用 47,628 375 158 48,163 ― 48,163

営業利益 491 399 47 938 ― 938



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業 ：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業 

その他の事業：ホテル業、保険代理業他 

  

建設事業 
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

99,411 1,443 847 101,702 ― 101,702

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 99,411 1,443 847 101,702 ― 101,702

営業費用 98,852 635 671 100,159 ― 100,159

営業利益 558 808 176 1,543 ― 1,543



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、 

                        中国 

                  北米   ：アメリカ 

                  オセアニア：オーストラリア 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、 

                        中国、ベトナム 

                  北米   ：アメリカ 

                  オセアニア：オーストラリア 

  

日本 
(百万円)

東南アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

30,342 8,867 165 235 39,610 ― 39,610

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

120 13 ― ― 133 (133) ―

計 30,462 8,880 165 235 39,744 (133) 39,610

営業費用 30,744 8,731 81 200 39,758 (133) 39,624

営業利益又は 
営業損失(△)

△281 149 83 34 △13 ― △13

日本 
(百万円)

東南アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

38,830 10,030 182 57 49,101 ― 49,101

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

115 11 ― ― 126 (126) ―

計 38,946 10,042 182 57 49,228 (126) 49,101

営業費用 38,366 9,774 101 47 48,290 (126) 48,163

営業利益 579 268 80 10 938 ― 938



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、 

                        中国、ベトナム 

                  北米   ：アメリカ 

                  オセアニア：オーストラリア 

  

日本 
(百万円)

東南アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

81,889 18,914 340 558 101,702 ― 101,702

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

252 25 ― ― 278 (278) ―

計 82,141 18,940 340 558 101,981 (278) 101,702

営業費用 81,413 18,431 154 437 100,437 (278) 100,159

営業利益 727 508 185 121 1,543 ― 1,543



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、 

                        中国 

                  北米   ：アメリカ 

                  オセアニア：オーストラリア 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、 

                        中国、ベトナム 

                  北米   ：アメリカ 

                  オセアニア：オーストラリア 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、 

                        中国 

                  北米   ：アメリカ 

                  オセアニア：オーストラリア 

  

東南アジア 北米 オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,867 165 235 9,267

Ⅱ 連結売上高(百万円) 39,610

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

22.4 0.4 0.6 23.4

東南アジア 北米 オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,030 182 57 10,271

Ⅱ 連結売上高(百万円) 49,101

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

20.4 0.4 0.1 20.9

東南アジア 北米 オセアニア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 18,914 340 558 19,813

Ⅱ 連結売上高(百万円) 101,702

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

18.6 0.3 0.6 19.5



(１株当たり情報) 

  

   
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   
 ２ １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 204.91円 １株当たり純資産額 249.44円 １株当たり純資産額 243.63円

１株当たり中間純損失 9.94円 １株当たり中間純利益 13.58円 １株当たり当期純利益 26.75円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在するものの、１株当たり中間純
損失であるため記載していない。

 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

11.07円

  

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益

21.79円

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 10,206 10,821 11,583

純資産の部の合計額から 
控除する金額

(百万円) 3,151 2,236 3,196

 (うち少数株主持分) (百万円) (351) (436) (363)

 (うち優先株式払込金額) (百万円) (2,800) (1,800) (2,800)

 (うち優先株式配当額) (百万円) ― ― (32)

普通株式に係る中間期末
(期末)の純資産額

(百万円) 7,054 8,584 8,386

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末(期
末)の普通株式の数

(千株) 34,426 34,413 34,423

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益 
又は１株当たり中間純損失(△)

  中間(当期)純利益 
  又は中間純損失(△)

(百万円) △342 467 953

  普通株主に帰属しない 
  金額

(百万円) ― ― 32

  普通株式に係る 
  中間(当期)純利益 
  又は中間純損失(△)

(百万円) △342 467 920

  普通株式の 
  期中平均株式数

(千株) 34,428 34,418 34,426

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益

  中間(当期)純利益 
  調整額

(百万円) ― ― 32

  普通株式増加数 (千株) ― 7,805 9,333

    内訳

     第Ⅰ種優先株式 (千株) ― (7,805) (9,333)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

第Ⅰ種優先株式
5,600千株

概要は「第４ 提出会
社の状況、１ 株式等
の状況、(1)株式の総
数等」に記載のとお
りである。

――――― ―――――



(重要な後発事象) 

  前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 該当事項なし。 

  

  当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  当社は、「中期経営計画」(平成20年３月期～平成22年３月期)に基づき、財務体質の改善・強

化を図るため保有資産の見直しを行っている。その一環として、平成19年11月30日に当社の保有

する固定資産の売買契約を締結した。 

  なお、概要は、以下のとおりである。 

(1) 譲渡先の概要 

商   号 ： 信濃川株式会社(イシン・ホテルズ・グループ) 

代 表 者 ： マイケル・ニギッチ 

所 在 地 ： 東京都港区虎ノ門四丁目３番13号 

(2) 譲渡資産の内容 

所 在 地 ： 福岡県福岡市博多区博多駅南一丁目 

現   況 ： ホテル 

内   容 ： 土地 719.46㎡ 建物延床面積 3,986.09㎡ 

(3) 譲渡の時期 

引渡予定日 ： 平成19年12月26日 

(4) 譲渡価額 

1,823百万円 

  



  前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

１ 当社は、昨年、平成20年３月期を初年度とする３ヵ年の「中期経営計画」を策定した。その一

環として、財務体質の一層の強化を図るため、平成19年４月23日に当社の保有する固定資産の売

買契約を締結した。 

  なお、概要は、以下のとおりである。 

(1) 譲渡先の概要 

商   号 ： RYDGES CRONULLA PTY LIMITED 

代表取締役 ： DAVID CHRISTOPHER SEARGEANT 

所 在 地 ： LEVEL 10,49 MARKET STREET,SYDNEY NSW 2000 AUSTRALIA 

(2) 譲渡資産の内容 

所 在 地 ： オーストラリア国 サザランド市 

現   況 ： ホテル 

内   容 ： 敷地 1,600㎡ 延床総面積 8,386㎡ 

(3) 譲渡の時期 

引 渡 日 ： 平成19年５月９日 

(4) 譲渡価格 

24百万オーストラリアドル 

  

２ 当社は、平成19年６月28日開催の第65回定時株主総会において、以下のとおり会社法第156条

第１項の規定に基づき、自己株式(第Ⅰ種優先株式)を取得することを決議した。 

(1) 自己株式(第Ⅰ種優先株式)の取得を行う理由 

第Ⅰ種優先株式が普通株式に転換されることによる普通株式の希薄化を抑制

し、優先株式の配当負担を軽減するとともに、資本の質の改善を推進するためで

ある。 

(2) 取得する株式の種類 

第Ⅰ種優先株式 

(3) 取得する株式の総数 

3,000千株 (上限) 

(4) 株式の取得価額の総額 

1,500百万円 (上限) 

(5) 取得する期間 

平成19年６月28日開催の当社第65回定時株主総会終結の時から１年を超えない

期間内 

  



３ 当社は、平成19年６月28日開催の取締役会において、以下のとおり当社第Ⅰ種優先株式につい

て、取得及び消却を行うことを決議した。 

(1) 取得する株式の種類 

第Ⅰ種優先株式 

(2) 取得株式の総数 

2,000千株 

(3) 取得価格 

一株につき512円 

(4) 取得価額の総額 

1,024百万円 

(5) 取得先 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

(6) 取得予定日及び消却予定日 

平成19年７月６日 

  



(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金預金 ※１ 5,272 9,918 10,188

受取手形 ※２ 3,042 7,324 4,221

完成工事未収入金 7,389 4,710 11,724

未成工事支出金 20,113 23,231 16,333

不動産事業支出金 ※３ 481 429 481

その他 2,309 2,591 2,047

貸倒引当金 △314 △308 △358

流動資産合計 38,294 59.0 47,896 67.7 44,639 63.6

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 ※４ 4,547 3,073 4,370

土地 ※５ 12,891 11,619 12,861

その他 ※６ 133 93 127

有形固定資産計 17,572 14,785 17,359

２ 無形固定資産 205 167 180

３ 投資その他の資産

投資有価証券 ※７ 3,669 3,427 3,530

関係会社株式 ※８ 716 622 622

関係会社 
長期貸付金

4,868 4,682 4,672

繰延税金資産 670 713 680

その他 1,423 1,039 1,128

貸倒引当金 △2,530 △2,601 △2,592

投資その他の 
資産計

8,817 7,884 8,041

固定資産合計 26,595 41.0 22,837 32.3 25,582 36.4

資産合計 64,889 100.0 70,734 100.0 70,221 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 ※９ 14,460 21,171 19,283

工事未払金 8,193 9,521 11,139

短期借入金 5,085 3,309 2,276

未成工事受入金 13,873 16,598 13,422

引当金 721 601 718

その他 835 923 1,440

流動負債合計 43,171 66.5 52,125 73.7 48,280 68.7

Ⅱ 固定負債

長期借入金 12,087 8,723 11,159

退職給付引当金 654 697 703

役員退職慰労引当金 75 92 83

その他 743 717 731

固定負債合計 13,561 20.9 10,231 14.5 12,676 18.1

負債合計 56,732 87.4 62,357 88.2 60,957 86.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,061 7.8 5,061 7.1 5,061 7.2

 ２ 資本剰余金

      資本準備金 1,400 1,400 1,400

   資本剰余金合計 1,400 2.2 1,400 2.0 1,400 2.0

 ３ 利益剰余金

      その他利益剰余金

      繰越利益剰余金 1,029 1,306 2,143

   利益剰余金合計 1,029 1.5 1,306 1.8 2,143 3.0

 ４ 自己株式 △18 △0.0 △22 △0.0 △19 △0.0

   株主資本合計 7,472 11.5 7,745 10.9 8,585 12.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

684 1.1 631 0.9 677 1.0

   評価・換算差額等 
   合計

684 1.1 631 0.9 677 1.0

   純資産合計 8,156 12.6 8,376 11.8 9,263 13.2

   負債純資産合計 64,889 100.0 70,734 100.0 70,221 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

完成工事高 29,317 38,186 79,671

不動産売上高 554 560 1,049

その他の売上高 353 30,226 100.0 173 38,919 100.0 790 81,511 100.0

Ⅱ 売上原価

完成工事原価 27,789 35,842 75,331

不動産売上原価 210 231 409

その他の売上原価 284 28,285 93.6 131 36,204 93.0 600 76,342 93.7

売上総利益

完成工事総利益 1,527 2,344 4,339

不動産売上総利益 343 328 639

その他の売上総利益 69 1,940 6.4 41 2,714 7.0 190 5,169 6.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,151 7.1 2,180 5.6 4,357 5.3

営業利益又は 
営業損失(△)

△210 △0.7 533 1.4 811 1.0

Ⅳ 営業外収益

受取利息 35 69 79

受取配当金 81 28 360

為替差益 ― 84 24

その他 29 146 0.5 13 196 0.5 38 503 0.6

Ⅴ 営業外費用

支払利息 164 162 344

その他 ※１ 54 219 0.7 15 178 0.5 112 457 0.5

経常利益又は 
経常損失(△)

△284 △0.9 552 1.4 857 1.1

Ⅵ 特別利益 ※２ 32 0.1 1,350 3.5 246 0.3

Ⅶ 特別損失
※３ 
※４

55 0.2 1,551 4.0 297 0.4

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△)

△306 △1.0 351 0.9 806 1.0

法人税、住民税 
及び事業税

13 11 38

法人税等調整額 ― 13 0.1 ― 11 0.0 △26 12 0.0

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

△320 △1.1 339 0.9 794 1.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 1,349 △18 7,792 

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △320 △320 

 自己株式の取得 △0 △0 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △320 △0 △320 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,061 1,400 1,029 △18 7,472 

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 905 8,698 

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △320

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

△220 △220

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△220 △541

平成18年９月30日残高(百万円) 684 8,156 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 2,143 △19 8,585

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △153 △153

 中間純利益 339 339

 自己株式の取得 △1,026 △1,026

 自己株式の消却 △1,024 1,024 ―

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △837 △2 △840

平成19年９月30日残高(百万円) 5,061 1,400 1,306 △22 7,745

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 677 9,263

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △153

 中間純利益 339

 自己株式の取得 △1,026

 自己株式の消却 ―

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額)

△46 △46

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△46 △886

平成19年９月30日残高(百万円) 631 8,376



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 1,349 △18 7,792 

事業年度中の変動額

 当期純利益 794 794

 自己株式の取得 △1 △1 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 794 △1 792

平成19年３月31日残高(百万円) 5,061 1,400 2,143 △19 8,585

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 905 8,698 

事業年度中の変動額

 当期純利益 794

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△227 △227

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△227 565

平成19年３月31日残高(百万円) 677 9,263

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

有価証券 

① 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

有価証券

① 満期保有目的の債券

同左

有価証券

① 満期保有目的の債券

同左

② 子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法による原価法

② 子会社株式及び関連会社株

式

同左

② 子会社株式及び関連会社株

式

同左

③ その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている)

③ その他有価証券

時価のあるもの

同左

③ その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してい

る)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

たな卸資産 

① 未成工事支出金

 個別法による原価法

たな卸資産

① 未成工事支出金

同左

たな卸資産

① 未成工事支出金

同左

② 販売用不動産

 個別法による低価法

② 販売用不動産

同左

② 販売用不動産

同左

③ 不動産事業支出金

 個別法による低価法

③ 不動産事業支出金

同左

③ 不動産事業支出金

同左

④ 材料貯蔵品 ④ 材料貯蔵品 ④ 材料貯蔵品



 

 終仕入原価法による 

 原価法

同左 同左

２ 固定資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

定率法を採用している。た

だし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用してい

る。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。

① 有形固定資産

定率法を採用している。た

だし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用してい

る。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。

① 有形固定資産

定率法を採用している。た

だし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用してい

る。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっている。

 (会計方針の変更)

法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令83

号))に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法

に変更している。 

これによる損益に与える影

響は軽微である。

 (追加情報)

平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償

却可能限度額まで償却が終

了した翌事業年度から５年

間で均等償却する方法によ

っている。 

これによる損益に与える影

響は軽微である。

 



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってい

る。

また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してい

る。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上している。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当中間

会計期間末に至る１年間の

完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上

する方法によっている。

② 完成工事補償引当金

同左

② 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、過年度

の実績に基づき当期の完成

工事に対する将来の見積補

償額を計上している。

③ 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失

に備えるため、当中間会計

期間末手持工事のうち重要

な損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に

見積ることができる工事に

ついて損失見込額を計上し

ている。

③ 工事損失引当金

同左

 

③ 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失

に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち重要な損

失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見

積ることができる工事につ

いて損失見込額を計上して

いる。

④ 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与

の支払に充てるため、実際

支給見込額を基礎として当

中間会計期間に対応する額

を計上している。

④ 賞与引当金

同左

④ 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与

の支払に充てるため、実際

支給見込額を基礎として当

事業年度に対応する額を計

上している。

⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上している。

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(12年)によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。

⑤ 退職給付引当金

同左

⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生して

いると認められる額を計上

している。

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(12年)によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理している。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

⑥ 役員退職慰労引当金

役員の退職により支給する

退職慰労金の支払に充てる

ため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上してい

る。

⑥ 役員退職慰労引当金

同左

⑥ 役員退職慰労引当金

役員の退職により支給する

退職慰労金の支払に充てる

ため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。

⑦ 投資損失引当金

関係会社への投資に対する

損失に備えるため、関係会

社株式の実質価額が著しく

低下したものについて、そ

の実質価額の低下相当額を

計上している。

なお、中間貸借対照表上

は、関係会社株式から当該

引当金を控除して表示して

いる。

⑦ 投資損失引当金

同左

⑦ 投資損失引当金

関係会社への投資に対する

損失に備えるため、関係会

社株式の実質価額が著しく

低下したものについて、そ

の実質価額の低下相当額を

計上している。

なお、貸借対照表上は、関

係会社株式から当該引当金

を控除して表示している。

４ 完成工事高の計上基準 

 

完成工事高の計上は、工事完成

基準によっているが、長期大型

工事(工期が24ヶ月以上、か

つ、請負金額が20億円以上)に

ついては工事進行基準によって

いる。 

なお、当中間会計期間において

は、工事進行基準に該当する工

事はない。

完成工事高の計上は、工事完成

基準によっているが、長期大型

工事(工期が24ヶ月以上、か

つ、請負金額が20億円以上)に

ついては工事進行基準によって

いる。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は580百万円である。

完成工事高の計上は、工事完成

基準によっているが、長期大型

工事(工期が24ヶ月以上、か

つ、請負金額が20億円以上)に

ついては工事進行基準によって

いる。 

なお、工事進行基準によった完

成工事高は218百万円である。

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、

特例処理を採用している。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを

回避するために金利スワッ

プ取引を行っており、投機

目的の取引は行わない方針

である。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特

例処理の要件を満たしてい

るため、ヘッジの有効性の

判定は省略している。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっている。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用している。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、8,156百万円である。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、9,263百万円である。

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間貸借対照表関係)

 前中間会計期間において区分掲記していた流動

資産の「関係会社短期貸付金」は金額的重要性が

無くなったため、当中間会計期間より流動資産の

「その他」に含めて表示することとした。

 なお、当中間会計期間の流動資産の「その他」

に含まれる「関係会社短期貸付金」は、15百万円

である。

―――――――

(中間損益計算書関係)

 前中間会計期間において営業外収益の「その

他」に含めて表示していた「受取配当金」は金額

的重要性が増したため、当中間会計期間において

区分掲記することとした。

 なお、前中間会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「受取配当金」は、26百万円であ

る。

(中間損益計算書関係)

 前中間会計期間において営業外収益の「その

他」に含めて表示していた「為替差益」は金額的

重要性が増したため、当中間会計期間より区分掲

記することとした。

 なお、前中間会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「為替差益」は、６百万円であ

る。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

１ ※４※６有形固定資産の減価償

却累計額

4,957百万円

１ ※４※６有形固定資産の減価償

却累計額

4,079百万円

１ ※４※６有形固定資産の減価償

却累計額

4,909百万円

２ ※８投資損失引当金7,429百万

円は関係会社株式から直接

控除している。

２ ※８投資損失引当金7,259百万

円は関係会社株式から直接

控除している。

２ ※８投資損失引当金7,529百万

円は関係会社株式から直接

控除している。

３ 担保資産

下記の資産は長期借入金11,990

百万円及び短期借入金4,983百

万円並びに営業保証金等の担保

に供している。

※１ 現金預金 688百万円

※２ 受取手形 2,430百万円

※３ 不動産事業 

   支出金
195百万円

※４ 建物 3,684百万円

※５ 土地 12,471百万円

※７ 投資有価証券 1,875百万円

   計 21,345百万円

３ 担保資産

下記の資産は長期借入金8,723

百万円及び短期借入金2,959百

万円並びに営業保証金等の担保

に供している。

※１ 現金預金 408百万円

※２ 受取手形 1,999百万円

※３ 不動産事業 

   支出金
195百万円

※４ 建物 3,035百万円

※５ 土地 11,398百万円

※７ 投資有価証券 1,879百万円

   計 18,917百万円

３ 担保資産

下記の資産は長期借入金11,159

百万円及び短期借入金2,252百

万円並びに営業保証金等の担保

に供している。

※１ 現金預金 744百万円

※２ 受取手形 2,213百万円

※３ 不動産事業 

   支出金
195百万円

※４ 建物 3,564百万円

※５ 土地 12,418百万円

※７ 投資有価証券 1,960百万円

   計 21,097百万円

 

４ 偶発債務(保証債務)

従業員持家ローン 24百万円

手付金保証 241百万円

関係会社の工事履行保証

ナカノシンガポール 
(PTE.)LTD.

1,700百万円
(22,885千S$)

ナカノコンストラク 
ションSDN.BHD.

83百万円
(2,598千M$)

タイナカノ 
CO.,LTD.

202百万円
(64,542千B)

    計 2,252百万円

４ 偶発債務(保証債務)

従業員持家ローン 17百万円

手付金保証 38百万円

関係会社の工事履行保証

ナカノシンガポール
(PTE.)LTD.

2,707百万円
(34,949千S$)

ナカノコンストラク
ションSDN.BHD.

96百万円
(2,854千M$)

タイナカノ
CO.,LTD.

818百万円
(223,015千B)

PT.インドナカノ
11百万円

(799,000千RP)

    計 3,689百万円
 

４ 偶発債務(保証債務)

従業員持家ローン 21百万円

手付金保証 313百万円

関係会社の工事履行保証

ナカノシンガポール 
(PTE.)LTD.

1,746百万円
(22,446千S$)

ナカノコンストラク 
ションSDN.BHD.

20百万円
(599千M$)

タイナカノ
CO.,LTD.

835百万円
(227,777千B)

   計 2,937百万円

５ 受取手形割引高  1,161百万円 

 

５ 受取手形割引高   399百万円 

 

５ 受取手形割引高  1,579百万円 

 

６ ※２※９

中間会計期間末日の満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしてい

る。

なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間会計期間末

日の残高に含まれている。

受取手形 453百万円

上記のほか

 受取手形割引高 148百万円

支払手形 2,467百万円

６ ※２※９

中間会計期間末日の満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしてい

る。

なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間会計期間末

日の残高に含まれている。

受取手形 181百万円

上記のほか

 受取手形割引高 80百万円

支払手形 4,177百万円
 

６ ※２※９

事業年度末日の満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理をしている。

なお、当事業年度末日は金融機

関の休日であったため、次の満

期手形が当事業年度末日の残高

に含まれている。

受取手形 316百万円

上記のほか

受取手形割引高 112百万円

支払手形 3,313百万円

７ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示している。

７ 消費税等の取扱い

同左

―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ ※１ 営業外費用の「その他」

のうち主要なものは次のとおり

である。
アレンジメント 
フィー

28百万円
 

――――― １ ※１ 営業外費用の「その他」

のうち主要なものは次のとおり

である。
アレンジメント 
フィー

52百万円

 

２ ※２ 特別利益は次のとおりで

ある。

貸倒引当金戻入益 32百万円

１ ※２ 特別利益のうち主要なも

のは次のとおりである。

固定資産売却益

 建物 937百万円

 土地 371百万円

 計 1,309百万円
 

２ ※２ 特別利益のうち主要なも

のは次のとおりである。

投資有価証券売却益 204百万円

３ ※３ 特別損失のうち主要なも

のは次のとおりである。
過年度工事原価 
修正損

32百万円

工事損害金 7百万円  

２ ※３ 特別損失のうち主要なも

のは次のとおりである。

減損損失 1,303百万円

３ ※３ 特別損失のうち主要なも

のは次のとおりである。
投資損失引当金 
繰入額

100百万円

貸倒引当金繰入額 39百万円

―――――

 

３ ※４減損損失

当中間会計期間において、当社

は、以下の資産について減損損

失を計上した。

用途 場所 種類
減損損失 
(百万円)

事務所 東京都
土地 910

建物 393

従来、建設事業の事業用資産に

グルーピングしていた上記の事

務所ビルについて、売却する方

針を決定したことにより、帳簿

価額を回収可能価額(正味売却

価額)まで減額し、当該減少額

を減損損失(1,303百万円)とし

て特別損失に計上した。

なお、当該資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は、市場価

額等に基づいて算定している。

―――――

４ 当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半

期に完成する工事の割合が大き

いため、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に

著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があ

る。

  当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりである。

前事業年度 
下半期

44,322百万円

当中間期 30,226百万円

  計 74,548百万円

４ 当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半

期に完成する工事の割合が大き

いため、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に

著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があ

る。

  当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりである。

前事業年度
下半期

51,285百万円

当中間期 38,919百万円

  計 90,204百万円

―――――

５ 減価償却実施額

有形固定資産 141百万円

無形固定資産 12百万円

５ 減価償却実施額

有形固定資産 105百万円

無形固定資産 12百万円

５ 減価償却実施額

有形固定資産 280百万円

無形固定資産 25百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

   

(変動事由の概要)  

   増加数の主な内訳は、次の通りである。 

      単元未満株式の買取りによる増加 2,207株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

   

(変動事由の概要)  

   増加数の内訳は、次のとおりである。 

      普通株式の単元未満株式の買取りによる増加 9,498株 

      第Ⅰ種優先株式の買取りによる増加 2,000,000株 

   減少数の内訳は、次のとおりである。 

      第Ⅰ種優先株式の消却による減少 2,000,000株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

 

(変動事由の概要)  

   増加数の内訳は、次のとおりである。 

      単元未満株式の買取りによる増加 6,139株 

  

株式の種類
前事業年度末 

株式数 
(株)

当中間会計期間 
増加株式数 

(株)

当中間会計期間 
減少株式数 

(株)

当中間会計期間末 
株式数 
(株)

普通株式 68,935 2,207 ― 71,142

株式の種類
前事業年度末 

株式数 
（株)

当中間会計期間 
増加株式数 

(株)

当中間会計期間 
減少株式数 

(株)

当中間会計期間末 
株式数 
(株)

普通株式 75,074 9,498 ― 84,572

第Ⅰ種優先株式 ― 2,000,000 2,000,000 ―

合計 75,074 2,009,498 2,000,000 84,572

株式の種類
前事業年度末 

株式数 
(株)

当事業年度 
増加株式数 

(株)

当事業年度 
減少株式数 

(株)

当事業年度末 
株式数 
(株)

普通株式 68,935 6,139 ― 75,074



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

車両 
運搬具

17 7 9

工具器具 
・備品

64 44 20

ソフト 
ウェア

224 121 103

合計 306 173 133

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

車両 
運搬具

15 9 6

工具器具 
・備品

29 17 12

ソフト 
ウェア

220 162 58

合計 266 189 77

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

車両
運搬具

17 9 7

工具器具
・備品

52 36 15

ソフト
ウェア

224 143 80

合計 294 189 104

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 63百万円

１年超 74百万円

合計 137百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 52百万円

１年超 28百万円

合計 80百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 58百万円

１年超 50百万円

合計 108百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 2百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 1百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 70百万円

減価償却費相当額 64百万円

支払利息相当額 5百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によってい

る。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(重要な後発事象) 

  前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 該当事項なし。 

  

  当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  当社は、「中期経営計画」(平成20年３月期～平成22年３月期)に基づき、財務体質の改善・強

化を図るため保有資産の見直しを行っている。その一環として、平成19年11月30日に当社の保有

する固定資産の売買契約を締結した。 

  なお、概要は、以下のとおりである。 

(1) 譲渡先の概要 

商   号 ： 信濃川株式会社(イシン・ホテルズ・グループ) 

代 表 者 ： マイケル・ニギッチ 

所 在 地 ： 東京都港区虎ノ門四丁目３番13号 

(2) 譲渡資産の内容 

所 在 地 ： 福岡県福岡市博多区博多駅南一丁目 

現   況 ： ホテル 

内   容 ： 土地 719.46㎡ 建物延床面積 3,986.09㎡ 

(3) 譲渡の時期 

引渡予定日 ： 平成19年12月26日 

(4) 譲渡価額 

1,823百万円 

  



  前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

１ 当社は、昨年、平成20年３月期を初年度とする３ヵ年の「中期経営計画」を策定した。その一

環として、財務体質の一層の強化を図るため、平成19年４月23日に当社の保有する固定資産の売

買契約を締結した。 

  なお、概要は、以下のとおりである。 

(1) 譲渡先の概要 

商   号 ： RYDGES CRONULLA PTY LIMITED 

代表取締役 ： DAVID CHRISTOPHER SEARGEANT 

所 在 地 ： LEVEL 10,49 MARKET STREET,SYDNEY NSW 2000 AUSTRALIA 

(2) 譲渡資産の内容 

所 在 地 ： オーストラリア国 サザランド市 

現   況 ： ホテル 

内   容 ： 敷地 1,600㎡ 延床総面積 8,386㎡ 

(3) 譲渡の時期 

引 渡 日 ： 平成19年５月９日 

(4) 譲渡価格 

24百万オーストラリアドル 

  

２ 当社は、平成19年６月28日開催の第65回定時株主総会において、以下のとおり会社法第156条

第１項の規定に基づき、自己株式(第Ⅰ種優先株式)を取得することを決議した。 

(1) 自己株式(第Ⅰ種優先株式)の取得を行う理由 

第Ⅰ種優先株式が普通株式に転換されることによる普通株式の希薄化を抑制

し、優先株式の配当負担を軽減するとともに、資本の質の改善を推進するためで

ある。 

(2) 取得する株式の種類 

第Ⅰ種優先株式 

(3) 取得する株式の総数 

3,000千株 (上限) 

(4) 株式の取得価額の総額 

1,500百万円 (上限) 

(5) 取得する期間 

平成19年６月28日開催の当社第65回定時株主総会終結の時から１年を超えない

期間内 

  



３ 当社は、平成19年６月28日開催の取締役会において、以下のとおり当社第Ⅰ種優先株式につい

て、取得及び消却を行うことを決議した。 

(1) 取得する株式の種類 

第Ⅰ種優先株式 

(2) 取得株式の総数 

2,000千株 

(3) 取得価格 

一株につき512円 

(4) 取得価額の総額 

1,024百万円 

(5) 取得先 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

(6) 取得予定日及び消却予定日 

平成19年７月６日 

  



(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した金融商品取引

法第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

 
  

  

１  有価証券報告書及びその添付書類
平成19年６月29日提出

  事業年度 (第65期) (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

２  有価証券報告書の訂正報告書
平成19年９月28日提出

  平成19年６月29日提出の有価証券報告書(第65期)の訂正報告書



該当事項はない。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

株式会社 ナカノフドー建設 

取 締 役 会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ナカノフドー建設の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

和 泉 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

株式会社 ナカノフドー建設 

取 締 役 会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ナカノフドー建設の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  重要な後発事象に記載のとおり、会社は重要な固定資産の売買契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

和 泉 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

業務執行社員 公認会計士  森     英  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月21日

株式会社 ナカノフドー建設 

取 締 役 会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ナカノフドー建設の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第65期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

和 泉 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

株式会社 ナカノフドー建設 

取 締 役 会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ナカノフドー建設の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第66期事業年

度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ナカノフドー建設の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

  重要な後発事象に記載のとおり、会社は重要な固定資産の売買契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

和 泉 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

業務執行社員 公認会計士  森     英  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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